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１．本（著・編）

著　　者 書　　　　　　　名 発 行 所 月

結 城 康 博
河 村　 秋
大 津　 唯

わかりやすい社会保障制度―はじめて福祉に携わる人へ― ぎょうせい 11

四 方 理 人
宮 﨑 雅 人
田中聡一郎編

『収縮経済下の公共政策』 慶應義塾大学出版会 3

宮 﨑 雅 人 『自治体行動の政治経済学』 慶應義塾大学出版会 11

李 潔 『入門GDP 統計と経済波及効果分析  第2版』 大学教育出版 10

２．本に収録された論文・論考等

著　　者 題　　　　　　目 編者 収録書名 ページ 発行所 月

今 泉 飛 鳥 「中小工場の町、本所・深川」 池享・櫻井良
樹・ 陣 内 秀
信・ 西 木 浩
一・吉田伸之
編

『みる・よむ・ある
く東京の歴史 5　地
帯編 2　中央区・台
東区・墨田区・江東
区』

104-109 吉川弘文館 11

禹 宗 杬 일본 인적자원관리의 재편: 임금체
계 변경의 의미를 중심으로（韓国
語）（「日本の人的資源管理の再編
―賃金体系変更の意味を中心に」）

ソウル大学日
本研究所経済
と経営 研 究
チーム

『구조적 대불황기 
일본 경제의 진로』
（韓国語）（『構造的
大不況期における日
本経済の進路』）

博文社 9

宇田川元一 物語る経営学史研究 経営学史学会 経営学史研究の挑戦 65-81 文眞堂 5

大 津　 唯 市町村国民健康保険の保険料収納率
に関する分析

四方理人・宮
崎雅人・田中
聡一郎

収縮経済下の公共政
策

103-127 慶應義塾大
学出版会

3

長 田　 健 邦銀による超過準備預金保有はなぜ
起こったのか？―邦銀財務パネル
データを用いた分析―

高橋秀朋 『金融市場における
規制・制度の役割』

87-113 日本評論社 3

川 又 伸 彦 裁判官の法形成の限界と法解釈方法 ドイツ憲法判
例研究会

ドイツの憲法判例Ⅳ 21-24 信山社 10

Park, Y.W. , 
and Fujimoto, 
T.

Chapter 10.Balancing 
standardization and integration in 
ICT systems

Fujimoto, T 
and Ikuine, F.

Evolution of 
Industries and 
Firms-- Capability 
Building and 
Demand Creation

299-311 Springer 10

李 潔 「対GDP核算中増加値単縮減法偏差
的研究　―包括使用日本不変価投
入産出表進行的考察―」（中国語）

董礼華・陳璋
主編

『2016 中国投入産出
理論与実践』

276-284 中国統計出
版社

5

戴艶娟・李潔 「中日GDP核算方法的比较及启示」
（中国語）

張建武 主編 『開放経済研究』 1-25 中国社会科
学出版社

8
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３．雑誌に収録され，校閲された論文

著　　者 題　　　　　　目 雑　誌　名 巻・号 ページ 月

大田和哲也
有 賀 健 高

Environmental Finance:
今後の課題展望に向けた研究分野の
整理・体系化

Annual Conference of the 
Society for Environmental 
Economics and Policy Studies 
2018

1-20 9

Aruga, K.,and 
Wakamatsu, 
H.

Consumer Percept ions toward 
S e a f o o d  P r o d u c e d  n e a r  t h e 
Fukushima Nuclear Plant

Marine Resource Economics 33・4 373-386

井 原　 基 アジア流通近代化の深化と進出企業
のチャネル選択―花王の現地子会社
比較をもとに

流通研究 21(3) 43-56

禹 宗 杬 「労働時間問題へのもう一つのアプ
ローチ」

『社会政策』 第10巻第1
号

75-83 6

禹 宗 杬 「アジアの賃金―『学歴別・熟練
度別賃金』」

『大原社会問題研究所雑誌』 No. 721 46-60 11

N a o m i 
U C H I D A

“Advocacy for fostering Kanazawa’s 
Ra-shi-sa (uniqueness/identity) and 
culture-led Machizukuri (community 
planning)”

"Emerging Civic Urbanisms/
Designing for Social Impact"
P a c i f i c  R i m  C o m m u n i t y 
Design Network 

992-
1003

12

大 津　 唯
是 川　 夕
石 井　 太
Markéta  
Pechholdová 
France Meslé 
Jacques Vallin

日本における長期時系列死因統計の
再構築に向けて― 1995 年の死亡診
断書改定に伴う影響の除去―

人口問題研究 74(2) 99-117 6

金 井　 郁 「産別組織における働き方改革の展
開」

『Int'lecowk:国際経済労働研
究』

1083号 8-15 9

金 井　 郁 「歩合給における生活の検討とジェ
ンダー：生命保険営業職を事例に」

『大原社会問題研究所雑誌』 721号 3-21 11

金 井　 郁 「パートタイマーの賃金を考える―
雇用管理区分間の処遇格差をめぐる
現状と対応施策をめぐって」

『生活協同組合研究』 514号 27-35 11

金 井 郁 「『福井モデル』の中での生活と労働
－ジェンダーインパクトの違いに着
目して」

『社会政策』 第10巻2号 8-22 11

金 井 郁 「労働分野のジェンダー・ギャップ
は是正されるのか？固定化されるの
か？」

『女たちの21世紀』 No.96 21-25 12

Kitti Limskul “Climate change impact on labor 
productivity in Thai manufacture”,

A s i a - P a c i f i c  J o u r n a l  o f 
Regional Science

[The Japan Section of the 
Regional Science Association 
International 2018]

S p r i n g e r 
Published 
online:
https://doi.org/ 
10.1007/s41685- 
018-0073-5

195-209 March 
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Kitti 
Limskul and 
Nattapong 
Puttanapong

“Asia’s Social Infrastructure Demand 
Estimate The Case of Thailand”

[ B a c k g r o u n d  p a p e r  f o r  t h e 
Research on Demand Estimate 
on Infrastructure in Asia by Japan 
International Cooperation Agency. 
(JICA)]

JICA Research Institute (JICA 
RI)

C a s e  S t u d i e s  o f  S o c i a l 
I n f r a s t r u c t u r e  D e m a n d 
Estimates in Indonesia and 
Thailand

https://
www.jica.
go.jp/jica-ri/
publication/
booksandrepo
rts/20180831_
02.html

August

澤 井 康 毅 「事前投資の理論を踏まえた段階取
得の会計処理」

『三田商学研究』 61巻1号 61-75 4

澤 井 康 毅 「エスクローを用いた取得対価の調
整と企業結合会計」

『産業経理』 78巻2号 156-167 7

Taguchi, H. 
and Wanasilp, 
M. 

Monetar y  Po l icy  Ru le  and  i t s 
P e r f o r m a n c e  u n d e r  I n f l a t i o n 
Targeting in Thailand

Asian Journal of Economics 
and Empirical Research

5(1) 19-28

Taguchi, H. 
and Shammi, 
R.T.

Emigrant’s Remittances, Dutch 
Disease and Capital Accumulation in 
Bangladesh

S o u t h  A s i a n  J o u r n a l  o f 
Macroeconomics and Public 
Finance

7(1) 60-82

Taguchi, 
H. and 
Khinsamone, 
S.

Analysis of the “Dutch Disease” 
Effect on the Selected Resource-rich 
ASEAN Economies

Asia and the Pacific Policy 
Studies

5(2) 249-263

Taguchi, H. 
and Li, J.

Domestic Value Creation in the 
Involvement in Global Value Chains: 
The Case of Chinese Economy

Asian Development Policy 
Review

6(3) 155-168

Taguchi, H. 
and Ganzorig, 
B.

Analysis of the “Dutch Disease” 
E f f e c t  a n d  P u b l i c  F i n a n c i a l 
Management in Mongolian Economy

Journal of Economics and 
Political Economy

5(2) 132-145

Taguchi, 
H. and 
Khishigjargal, 
E.

Monetary Policy Rule under Inflation 
Targeting in Mongolia

East Asian Economic Review 22(4) 531-555

Bartnik, R. 
and Park, Y. 
W

Technological change, information 
p r o c e s s i n g  a n d  s u p p l y  c h a i n 
integration A conceptual model

B e n c h m a r k i n g :  A n 
International Journal, 

Vol.25 , 
No.5

pp. 
1279-
1301

6

Kang, M., 
Yang, M. G., 
Park, Y. W. 
and Huo, B.

Supply chain integration and its 
impact on sustainability 

Industrial Management & 
Data Systems

掲載確定 Online 10

Kang, M., 
Hong, P., 
Bartnik, R,. 
Park, Y. W. 
and Ko, C.

Al igning purchas ing por t fo l io 
m a n a g e m e n t  w i t h  s o u r c i n g 
negotiation styles 

Management Decision 掲載確定 Online 10

宮 﨑 雅 人 「公共スポーツ施設の整備財源に関
する分析」

『自治総研』 第472号 43-81 2

結 城 剛 志 観念的貨幣尺度説批判の再検討―
1819年のアトウッド書簡によせて

『社会科学論集』 第 1 5 2 ・
153合併号

41-60 3

李 潔 「実質付加価値のアプローチに関す
る考察　―中国産業連関表による
検証を含めて―」

『社会科学論集』 第 1 5 2 ・
153合併号

61-72 3
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戴 艶 娟・ 李
潔・ 泉 弘 志

「中日各行業的全労働生産率増長
的測算研究―基於世界投入産出
表―」（中国語）

『政治経済学季刊』 第 1 巻第 1
号

56-86 10

４．雑誌に収録された研究ノート・判例研究・資料，その他の論考等

著　　者 題　　　　　　目 雑　誌　名 巻・号 ページ 月

有 賀 健 高 原発事故とエネ転換 埼玉新聞 11月9日号 6 11

内田奈芳美 「現実の拠点とは」 2018 年都市計画部門研究懇
談会資料「拠点論　計画され
た拠点と現実」

47-48 9

内田奈芳美 「大宮・浦和：さいたま市の二都物
語」

都市計画学会「都市計画」 333 Vol.67 
No.4

58-63 7

内田奈芳美 「米国のジェントリフィケーション
の実態と課題」

「建築の研究」 No.244 26-31 4

内田奈芳美 「文化のまちづくりとシビックプラ
イド～金沢における２つの循環～」

「Think-ing」 19号 19-24 3

宇田川元一 「「組織が変わる」とは“新しい物
語”を紡ぐこと──「ナラティヴ・
アプローチ」とは何か」

Biz/Zine 3月12日 https://
bizzine.jp/ 
article/ 
detail/2700

3

宇田川元一 「“流行りの対話技法”ではでは「対
話」は生まれない──ナラティヴ・
アプローチによる組織変革」

Biz/Zine 8月9日 https://
bizzine.jp/ 
article/
detail/2826

8

川 又 伸 彦
（ 編、 川 又
他 6 名共著）

基本用語集 ドイツ憲法判例研究会編『ド
イツの憲法判例Ⅳ』信山社

386-407 10

川 又 伸 彦 連邦憲法裁判所裁判官一覧表および
変遷表

ドイツ憲法判例研究会編『ド
イツの憲法判例Ⅳ』信山社

421-429 10

川 又 伸 彦 連邦憲法裁判所の事案受理件数一覧
表（1951年～ 2017年）

ドイツ憲法判例研究会編『ド
イツの憲法判例Ⅳ』信山社

430-431 10

川 又 伸 彦 連邦憲法裁判所の事案処理件数
（1951年～ 2017年）

ドイツ憲法判例研究会編『ド
イツの憲法判例Ⅳ』信山社

432-435 10

Shibuya, 
M.K.

Imagined Empire Building through 
T o u r i s m :  H o w  t h e  J a p a n e s e 
Travelled in Their Colonies

埼玉大学経済学部ワーキン
グ・ペーパー

No.15 2

田 平　 恵 非水平型企業結合と問題解消措置　
ブロードコム／ブロケード事例

公正取引 814号 20-27 8

田 平　 恵 FTC v. Penn State Hershey Medical 
Center 838 F.3d 327(2016)― 病 院
合併において、FTCによる地理的
市場の分析方法を支持し、ペンシル
バニア州連邦地方裁判所の判決を破
棄した事例

アメリカ法 2018 年第 1
号

121-125 12

広 田 幸 紀 インフラ輸出戦略と日本経済の浮揚
効果

JICA研究所「その他論文等」
にWEB掲載、日本経済新聞

「経済教室」欄に概要掲載

44 5

藤井まなみ 法と公共政策メジャーへの招待 社会科学論集 (埼玉大学経済
学会 )

1 5 2・15 3
合併号

31-39 3
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棄した事例

アメリカ法 2018 年第 1
号

121-125 12

広 田 幸 紀 インフラ輸出戦略と日本経済の浮揚
効果

JICA研究所「その他論文等」
にWEB掲載、日本経済新聞

「経済教室」欄に概要掲載

44 5

藤 井 ま な み 法と公共政策メジャーへの招待 社会科学論集 (埼玉大学経済
学会 )

1 5 2・15 3
合併号

31-39 3
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宮 﨑 雅 人 「人口減少・高齢化と地方財政」 『JP総研リサーチ』 41巻 12-21 3

結 城 剛 志 資本主義と金融④金融政策の副作用
だけをなくすことはできない

『まなぶ』 744号 58-61 11

結 城 剛 志 資本主義と金融③アベノミクスの落
とし穴

『まなぶ』 743号 53-6 10

結 城 剛 志 資本主義と金融②経済成長ってな
に？

『まなぶ』 741号 54-7 9

結 城 剛 志 資本主義と金融①経済成長ってな
に？

『まなぶ』 740号 64-7 8

結 城 剛 志 リフレ派って、なに？？ 『まなぶ』 736号 51 4

結 城 剛 志 仮想通貨が拓く未来に賛同できます
か？

『まなぶ』 735号 29-33 3

５．書評

著　　者 題　　　　　　目 雑　誌　名 巻・号 ページ 月

金 井　 郁 「書評 Julie A. Nelson著 Gender and 
Risk-taking : Economics, Evidence, 
and Why The Answer Matters」

『ジェンダー研究』 No.21 155-157 3

金 井　 郁 「書評論文・菊池信輝著『日本型新
自由主義とは何か』ジェンダー論の
観点から―ケアと就業の関係に着
目して考える」

『年報・日本現代史』 23号 41-54 12

６．翻訳（一部の場合は担当ページを加える）

翻 訳 者 著　者 翻訳書の書名 発行所 月

江 原 　 慶
結 城 剛 志

マルチェロ・
ムスト

『アナザー・マルクス』（187-388，394-453） 堀之内出版 11

結 城 剛 志 マーガレッ
ト・G・マイ
ヤーズ

『社会改革のための貨幣上の諸提案：ゲゼル、ソディ、ダグ
ラスの理論と実践』

ぱる出版 10

７．報告書

著　者 題　　　　　　目 報告書名 提 出 先 月

禹 宗 杬 일본 조선업의 숙련등급과 임금
체계（韓国語）（「日本造船業の
熟練等級と賃金体系」）

『조선업의 기능별  숙련등
급과 임금체계 연구』（韓
国語）（『造船業の技能別熟
練等級と賃金体系の研究』）

韓国労働研究院 12

禹 宗 杬 「일본의 조선산업정책」（韓国
語）（「日本の造船産業政策」）

『한국 조선산업 발전적 재
편을 위한 노동조합의 정책
과제 연구Ⅰ　한중일 조선
산업 비교 연구』（韓国語）

（『韓国造船産業の発展的な
再編のための労働組合の政
策課題研究　I　韓中日造
船産業の比較研究』）

全国金属労働組合・造船
業種労組連帯

12
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彩の国さいた
ま人づくり
政 策 課 題・
研 究 会（ 内
田 奈 芳 美 ）

「公共空間の利活用による地域
活性化プロジェクト～官民連
携で多様な「場」をつくるには
～」

政策課題共同研究報告書 彩の国さいたま人づくり
広域連合

3

大 津　 唯
是 川　 夕
石 井　 太
Markéta Pechholdová
France Meslé
Jacques Vallin

日本における長期時系列死因統
計の構築に向けて―1994 ～
95 年の心不全と腎不全の不連
続の修正―

長寿革命に係る人口学的観
点からの総合的研究　第 1
報告書

国立社会保障人口問題研
究所

3

石 井　 太
別 府 志 海
大 津　 唯

複合死因集計・分析手法に関す
る先行研究レビュー

厚生労働科学研究費補助金
政策科学総合研究事業（政
策科学推進研究事業）人口
動態統計死亡票の複合死因
情報を活用した集計・分析
方法に関する調査研究　総
括研究報告書

厚生労働省 3

大 津　 唯 日本における社会的排除指標の
研究動向

平成 28 年度厚生労働行政
推進調査事業費政策科学総
合研究事業（政策科学推進
研究事業）「我が国の貧困
の状況に関する調査分析研
究」平成 29 年度 総括・分
担研究報告書

厚生労働省 3

田 口 博 之 アジアを中心とする貿易自由化
の効果に関する研究レビュー

東アジアの計量モデル：そ
の利用と応用

日本貿易振興機構アジア
経済研究所

3

８．学会・研究会報告

報告者 報告題目 学会・研究会名 月 開催場所

有 賀 健 高 環境・防災・エネルギー分科会コメン
テーター

ISFJ 12 明治大学

有 賀 健 高 福島原発近辺の水産物に関する消費者
意識についての研究

環境経済・政策学会 2018
年大会

9 上智大学

有 賀 健 高 農林水産物の放射能汚染と消費者意識
－風評被害はあったのか？－

埼玉大学連続市民講座 part 
9

7 埼玉大学

A r u g a ,  K . Radiation Knowledge and Willingness 
to Buy Mineral Water of Regions near 
the Fukushima Daiichi Nuclear Power 
Plant

41st Inter national  IAEE 
conference

6 Groningen

禹 宗 杬 일본 고용의 현황과 과제（韓国語）
（日本雇用の現状と課題」）

2018 年度釜山地域人材養成
事業活性化および発展方案
模索のための関連機関合同
ワークショップ

5 ヒドゥンクリフホテ
ル&ネイチャー、済
州道、韓国

禹 宗 杬 지역고용위기, 극복 가능한가 일본이 
주는 시사（韓国語）

（地域雇用の危機は乗り越えられるの
か、日本が与えてくれる示唆」）

韓国地域雇用学会2018年夏
季学術大会

7 ギョンソン大学、釜
山、韓国

Nitta, Michio 
a n d  J o n g -
W o n  W O O

Comparing Minimum Wage-Setting 
Mechanisms in Japan and Korea: 
Searching for the Sources of Difference

The  18 th  In ter na t iona l 
Labour and Employment 
Relations Association World 
Congress

7 COEX, Seoul, Korea

禹 宗 杬 「雇用からみた地域―『雇用システ
ムの転換』を中心に」

政治経済学・経済史学会秋
季学術大会

10 一橋大学
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意識についての研究

環境経済・政策学会 2018
年大会

9 上智大学

有 賀 健 高 農林水産物の放射能汚染と消費者意識
－風評被害はあったのか？－

埼玉大学連続市民講座 part 
9

7 埼玉大学
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to Buy Mineral Water of Regions near 
the Fukushima Daiichi Nuclear Power 
Plant

41st Inter national  IAEE 
conference
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（日本雇用の現状と課題」）
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주는 시사（韓国語）
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Searching for the Sources of Difference
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禹 宗 杬 「일본의 청년고용 및
청년고용지원의 현황과 과제」（韓国
語）

（「日本における若者雇用および若者就
職支援の現状と課題」）

ソウル大学社会発展研究所
ワークショップ

12 ソウル大学、韓国

禹 宗 杬 「일본 중소기업의 일터 혁신: 개선, 도
전, 참가」（韓国語）

（「日本中小企業の作業場革新―改
善、挑戦、参加」）

国民経済諮問会議・韓国労
働研究院政策セミナー「産
業競争力強化と仕事の質の
改善のための作業場革新」

12 中小企業中央会、ソ
ウル、韓国

菅 野 星 来
有 賀　 隆
内田奈芳美

「都市空間における隠れ場性と滞留行
動に関する研究　大宮駅東口における
滞留空間を対象として」

日本建築学会大会（東北） 9 東北大学

新 津　 瞬
石 黒　 卓
児 玉 千 絵
飯 島　 崇
藤 村 龍 至
内田奈芳美
泉 山 塁 威
工 藤 和 美

「ストリート・インキュベーションは
可能か　道路予定区域利活用社会実験
を通して」

日本建築学会大会（東北） 9 東北大学

内田奈芳美 「創造都市政策と人を呼ぶ都市空間の
関係　モントリオール市における実
践」

日本建築学会大会（東北） 9 東北大学

Takashi 
MAJIMA, 
Motokazu 
UDAGAWA 
and Masashi 
KUROSAWA

Clinging to robustness: A paradoxical 
generation process of hyper-rigid cyber 
security system

36th Standing Conference on 
Organizational Symbolism

8 明治大学

大 津　 唯 生活保護の開始前における医療費水準
の変化に関する分析

社会保障研究会 4 立教大学

Takeshi 
OSADA

Why Do Banks Hold Excess Reserves? 
Precautionary Demands or Monetary 
Policy Factors?

W e s t e r n  E c o n o m i c 
Association International
1 4 t h  I n t e r n a t i o n a l 
Conference

1 豪州
ニューキャッスル

金 井　 郁 「チェーンストアにおける働き方改革
の展開―非正社員とジェンダーへの
インパクトに着目して」

日本フェミニスト経済学会
(共通論題・招待報告 )

7 ウイングス京都

Kaoru 
KANAI, 
Ki-young 
Shin

‘Feminization of Life insurance and 
Women’s Survival Strategy in Japan 
and Korea’

World Social Science Forum 9 Kyushu University
(Fukuoka)

Kitti Limskul Impact of  World Trade Confl icts 
on Thailand and CLMV: A General 
Equilibrium Modeling Analysis

“保護主義的通商政策の台
頭とアジア地域における経
済連携の行方”

11 大阪産業大学梅田サ
テライトキャンパス

Kitti Limskul   Tha i  Manufac tur e ' s  E f f i c iency 
Improvement:  Stochastic Frontier 
Analysis   

 2018 年度日本応用経済学
会　春季大会

6 京都大学 吉田キャ
ンパス 

Kitti Limskul The Cyclical Economic Fluctuation in 
Thailand 1997-2018 and Beyond: Will 
Growth Recover under this Military 
Regime?

Reassessment of Economic 
a n d  S o c i a l  P o l i c i e s  i n 
Contemporary Thailand 研
究大会
第20回　日ータイ　学会

7 大坂大学
吹田 キャンパス

澤 井 康 毅 「エスクローを用いた取得対価の調整
と企業結合会計」

CARF会計ワークショップ 3 東京大学
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石 　 瑾 流通外資と現地企業がしのぎを削る中
国小売市場

東京大学MMRC研究会 4 東京大学

Jin SHI The internationalization process of 
multinationals from emerging market: 
the case of Alibaba

国際ビジネス研究学会　関
東部会

5 東京大学

Jin SHI Exploring the internationalization of 
multinationals from emerging markets 

Colloquium on European 
R e s e a r c h  i n  R e t a i l i n g 
(CERR) 2018

7 University of Surrey, 
UK

椙 江 亮 介
朴 英 元
石 瑾

グローバル・サプライ・チェーン・マ
ネジメントの新しいKPI提案―日本
企業の事例を通して―

国際ビジネス研究学会　全
国大会

11 早稲田大学

Shibuya, 
M.K.

Communication and Peace in Asia 2 0 1 8  E W C / E W C A 
International Conference, 
Seoul

8 ロッテホテル（韓国
ソウル）

Shibuya, 
M.K.

Communication and Peace in Asia: with 
a focus on Japan-Korea Relationship

E W C A  T o k y o  M i n i -
Conference

11 アカデミー文京（東
京）

Taguchi, H. 
and Wanasilp, 
M.

M o n e t a r y  P o l i c y  R u l e  a n d  i t s 
Performance under Inflation Targeting 
in Thailand

日本応用経済学会2018年度
春季大会

6 京都大学

Taguchi, H. The Involvement in Global Value 
Chains and its Policy Implication: 
Evidence of Vietnam

Wo r k s h o p  o n  M e k o n g 
Economy

9 埼玉大学

Taguchi, H. The Involvement in Global Value 
Chains and its Policy Implication: 
Evidence of Vietnam

日本地域学会第55回年次大
会

10 北海学園大学

田 平　 恵 近時のヘルスケア分野における企業結
合について

独禁法研究会 2 大阪倶楽部

Park, Y.W. An ambidextrous evolving model with 
three Core Competences
: A Comparative Study of Japanese, 
German, American and Korean Firms

2 n d  I n t e r n a t i o n a l 
Con fe r ence  o f  Hea l thy 
Aging in Digitized Societies, 
HEADS 2018

8 U n i v e r s i t y  o f 
Eastern, Joensuu, 
Finland

Moon, 
G.W., Biga-
Diambeidou, 
Moon, J.Na, 
H. Park. Y.W.

How can an ugly duck grow up? The 
case for Korean Startup ecosystem

INSEAD Doriot Conference 9 F o n t a i n e b l e a u , 
France

Sugie, R. 
Park. Y.W., 
Leem, S.

Global Supply Chain Management and 
Key Index Performance: A Case Study 
of Japanese Firms

2018 KAIB 11 K y u n g h e e 
University, Seoul, 
Korea

石 塚 史 暁
広 田 幸 紀
原 毅
難 波　 悠

Estimating the Social Infrastructure 
Demand: The Case of Japan

日本応用経済学会2018年度
春季大会

6 京都大学

Masato 
Miyazaki

Do local allocation tax grants boost the 
issuance of road bonds? Evidence from 
Japan’s local governments

The 5th ICAPE Conference 
"Pluralism and Economics 
10 Years after the Crisis" 

1 Drexel University

Masato 
Miyazaki

Same Rules, Different Outcomes: How 
Local Governments Use Nuclear Siting 
Incentives

The 5th WINIR Conference 
“Institutions and the Future 
of Global Capitalism”

9 Chinese University 
of Hong Kong
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in Thailand

日本応用経済学会2018年度
春季大会

6 京都大学

Taguchi, H. The Involvement in Global Value 
Chains and its Policy Implication: 
Evidence of Vietnam

Wo r k s h o p  o n  M e k o n g 
Economy

9 埼玉大学

Taguchi, H. The Involvement in Global Value 
Chains and its Policy Implication: 
Evidence of Vietnam

日本地域学会第55回年次大
会

10 北海学園大学

田 平　 恵 近時のヘルスケア分野における企業結
合について

独禁法研究会 2 大阪倶楽部

Park, Y.W. An ambidextrous evolving model with 
three Core Competences
: A Comparative Study of Japanese, 
German, American and Korean Firms

2 n d  I n t e r n a t i o n a l 
Con fer e nce  o f  He a l thy 
Aging in Digitized Societies, 
HEADS 2018

8 U n i v e r s i t y  o f 
Eastern, Joensuu, 
Finland

Moon, 
G.W., Biga-
Diambeidou, 
Moon, J.Na, 
H. Park. Y.W.

How can an ugly duck grow up? The 
case for Korean Startup ecosystem

INSEAD Doriot Conference 9 F o n t a i n e b l e a u , 
France

Sugie, R. 
Park. Y.W., 
Leem, S.

Global Supply Chain Management and 
Key Index Performance: A Case Study 
of Japanese Firms

2018 KAIB 11 K y u n g h e e 
University, Seoul, 
Korea

石 塚 史 暁
広 田 幸 紀
原 毅
難 波　 悠

Estimating the Social Infrastructure 
Demand: The Case of Japan

日本応用経済学会2018年度
春季大会

6 京都大学

Masato 
Miyazaki

Do local allocation tax grants boost the 
issuance of road bonds? Evidence from 
Japan’s local governments

The 5th ICAPE Conference 
"Pluralism and Economics 
10 Years after the Crisis" 

1 Drexel University

Masato 
Miyazaki

Same Rules, Different Outcomes: How 
Local Governments Use Nuclear Siting 
Incentives

The 5th WINIR Conference 
“Institutions and the Future 
of Global Capitalism”

9 Chinese University 
of Hong Kong
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宮 﨑 雅 人 財政調整制度前史としての明治期地方
財政：府県・市町村財政の推移と地域
間格差（安藤道人氏・古市将人氏との
共著）

日本財政学会第75回大会 10 香川大学

結 城 剛 志 アナザーマルクス―21 世紀のマル
クス研究の地平

大阪市立大学 #Marx200 記
念シンポジウム

11 大阪市立大学

結 城 剛 志 合評会『マルクス資本論』を読む マルクス研究会 9 立教大学

結 城 剛 志 政府紙幣論の理論的根拠―エンダー
ビーの所説によせて

杉並経済学研究会 8 東京経済大学

結 城 剛 志 グローバル資本主義とその転換－地域
通貨、仮想通貨、国家通貨

SGCIME（マルクス経済学
の現代的課題）研究会

3 大学セミナーハウス

結 城 剛 志 エンダービーの計算貨幣論の展開―
倉庫銀行と政府紙幣

独占研究会 1 明治大学

泉　 弘 志
戴 艶 娟
李 潔

日本・中国・韓国・米国の全労働生産
性上昇率の計測とその要因分析

経済統計学会・関西支部例
会

6 阪南大学

李 潔 Is China's GDP growth overstated?　
An empirical analysis of the bias caused 
by the single deflation method

中国投入产出学会2018年度
专题研讨会

8 中国人民大学

李 潔 開放経済 I-Oフレームワークによるシ
ングルデフレーション・バイアスに関
する研究　― JSNA長期データから
の計測と要因分析を含めて―

経済統計学会・2018 年度全
国研究大会

9 和歌山大学

泉　 弘 志
戴 艶 娟
李 潔

日本・中国・韓国・米国の全労働生産
性上昇率の計測とその要因分析

経済統計学会・2018 年度全
国研究大会

9 和歌山大学




